８．自動車検査用機械器具保守管理規程

第１条（目的）

この規程は、事業場の自動車検査用機械器具（以下「検査用機器」という）について、精度及び維持を図ることを目的とする。

第２条（保守管理責任者等）

検査用機器の保守管理責任者等は次のとおりとする。

（１）検査用機器の保守管理責任者は、事業場管理責任者とする。

（２）検査用機器の保守担当者は、自動車検査員とする。

（３）検査用機器の保守管理責任者及び保守担当者の氏名を完成検査場内に掲示するものとする。

第３条（検査用機器の種類）

検査用機器の種類は次のとおりとする。

（１）サイドスリップ・テスタ又はホイール・アライメント・テスタ

（２）ブレーキ・テスタ

（３）前照灯試験機

（４）音量計（騒音計）

（５）速度計試験機

（６）一酸化炭素測定器

（７）炭化水素測定器

（８）黒煙測定器又はオパシメータ
第４条（検査用機器台帳）

前条に定めた機器は、別に定める「検査用機器台帳」により管理するものとする。

第５条（検査用機器の保守）

検査用機器の保守は次のとおり行うこととする。

（１）保守担当者は別に定める「仕業点検基準表」で日常の点検を行い別に定める「定期点検基準表」に基づき毎月第　　曜日に定期点検を行い、その結果を保守管理責任者に報告するものとする。

（２）前号の点検の結果、検査用機器に異常があった場合には、完成検査に使用する事なく速やかに保守管理責任者へ報告のうえ必要な処置をとる。

（３）検査用機器の精度を維持するため、毎年１回以上一般社団法人日本自動車機械工具協会による校正をうけること。ただし、騒音計については５年に一度、一般社団法人日本品質保証機構の検定をうけること。

第６条（記録）

検査用機器の保守管理の実施記録は、次により行うこととする。

（１）検査用機器の校正結果、故障修理及び臨時整備の概要は、「検査用機器台帳」に記録し保存すること。

（２）「自動車検査用機械器具校正結果証明書」は１年間保存すること。

ただし「騒音計検定済証」は５年間保存すること。

（３）仕業点検及び定期点検の結果については、別紙の「検査用機器仕業点検記録表」及び「検査用機器定期点検記録表」に記録し保存すること。

第７条（校正不合格の処置）

検査用機器の校正の結果、不適合機器があった場合には、次により行うこととする。

（１）保守担当者は、直ちに保守管理責任者に報告するとともに校正に合格するまでは完成検査は行わない。

（２）保守管理責任者は、当該機器の校正結果通知書（写）別添６と不適合報告書別添４の２部を山梨運輸支局長に提出する。

（３）不適合機器の再校正が完了した場合には、校正結果証明書（写）別添５と適合報告書２部を山梨運輸支局長に提出する。

第８条（事故防止）

検査用機器の取扱い及び事故防止について、次により従業員の教育を行うものとする。

（１）保守管理責任者は、検査用機器の取扱いについて保守担当者並びに整備要員に対し、必要な教育を行うものとする。

（２）保守管理責任者は、完成検査場内における事故防止を配慮した検査方法、車両誘導等について指導を行うものとする。
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